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環境技術実証事業の概要について 

 
 
１．目的  

・ 既に適用可能な段階にあり、有用と思われる先進的環境技術でも環境保全効果等につ

いての客観的な評価が行われていないために、地方公共団体、企業、消費者等のエン

ドユーザーが安心して使用することができず、普及が進んでいない場合がある。 
・ このため、環境省では、平成 15 年度より、「環境技術実証モデル事業」を開始し、こ

のような普及が進んでいない先進的環境技術について、その環境保全効果等を第三者

機関が客観的に実証する事業を試行的に実施している。平成 20 年度より、「環境技術

実証事業」となっている。 
・ 本実証事業の実施により、ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及を促進し、環

境保全と地域の環境産業の発展による経済活性化を図るとともに、最適な環境技術実

証の手法や体制を、確立していくことを目指す。 
 
２．「実証」の意味について 

・ 本事業において「実証」とは、環境技術の開発者でも使用者でもない第三者機関が、

環境技術の環境保全効果、副次的な環境影響、その他環境の観点から重要な性能（環

境保全効果等）を試験等に基づき客観的なデータとして示すことをいう。 
・ 「実証」は、一定の判断基準を設けて、この基準に対する適合性を判定する「認証」

とは異なる。 
 

３．実証に関する費用分担について 

・ 本事業では、実証方法が確立されるまでの間（1 技術分野につき原則 2 年間）は、

対象技術の持ち込み、設置、撤去等にかかる費用を除き、原則国が費用を負担する

が、その後は受益者負担の考え方に基づき申請者にも応分の負担が求められる。 
・ この考え方に基づき、平成 17 年度より、「国負担体制」と「手数料徴収体制」に分

けて、実証事業を実施することとしている。 
 
４．環境技術実証事業及び実証を行った技術の普及方策について 

・ 実証試験より得られた結果は、環境省が技術毎に報告書を取りまとめウェブサイト

○ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及促進 

○最適な環境技術実証の手法や体制の確立 

○第三者機関が環境保全効果などを試験などで客観的なデータとして示すこと 

○対象技術の持ち込み、設置、撤去等に係る費用を除き、原則国費負担 

○技術分野設置の 3 年目以降は、受益者負担の考えに基づく「手数料徴収体制」へ 

○実証試験結果はウェブサイト等にて広く一般に公表 

○実証試験を行った技術へのロゴマークの交付 
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にて広く一般に公表するとともに、報告書の概要版を取りまとめた冊子を配布して

いる。 
・ また、同様に、各実証機関でもウェブサイト等において、実証試験の結果や紹介パ

ンフレットなどを公表している。 
・ 環境技術実証事業及び実証を行った技術を一般に広く普及させることを目的とし

てロゴマークを定め、実証試験を行った技術の紹介や広告等のために活用されてい

る。 
・ 平成 23 年度では「第 14 回日本水環境学会シンポジウム」、平成 21 年度では「2009

地球温暖化防止展＆世界環境共生都市博」、平成 20 年度では「2008 NEW 環境展」

等において、本事業の紹介やこれまで実施してきた実証の成果について、出展する

とともに、今後の事業の発展に関するシンポジウムを開催している。 
 

 
 
 

環境技術実証事業ロゴマーク（平成 22 年度より） 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
共通ロゴマーク（新） 

縦型                                       横型 
平成 22 年度実証申請者に交付された個別ロゴマーク（例） 
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環境技術実証事業ロゴマーク（平成 21 年度まで） 
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（注）環境省の承認を得た上で、実施体制の一部

を変更して事業を実施することもありうる。 

 

 

 

 
 

 

 

環境技術実証事業検討会 
・事業実施に関する事項の 

検討・助言 

分野別ワーキンググループ 

（ＷＧ） 
・分野毎の技術実証に関する事項 

の検討・助言 
・環境技術実証事業検討会の補佐 

技術実証委員会 
・実証事業の実施に関する事項の 

検討・助言 

 

環境省 
・事業全体のマネジメント 
・実施要領の策定 

・実証対象技術分野の選定 
・実証運営機関の選定 
・分野別の事業の助言 
・実証試験結果報告書等の策定 
・ウェブサイトによる実証試験結果 

報告書等の承認 

・実証番号及びロゴマークの交付 

実証運営機関 
（当該分野毎に１機関） 
・実証試験要領の作成 
・実証機関の選定 
・実証機関への実証試験の委託 
・実証手数料の項目の設定 
・実証対象技術の承認 
・実証手数料の徴収 

実証機関 
（当該分野毎に複数設置可能） 
・実証手数料の詳細額の策定 
・実証対象技術の公募・審査 

・実証試験計画の策定 
・実証試験の実施 

・実証試験結果報告書の作成 

実証試験方法開発機構 
・実証試験方法の技術開発 

実証申請者（開発者、販売店等） 
・実証機関への申請 
（実証試験要領にもとづく実証申請

書記入と必要書類添付） 

・実証手数料の納付 

・実証番号及びロゴマークの使用 

５．事業実施体制 

手数料徴収体制（現状の有機性排水処理技術分野） 
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６．事業の流れ 

 

事業の流れ 実施主体 

「実証運営機関」の公募・選定

『実証試験要領』の策定／承認 

「データベース」

への登録・公表

必要に応じ『実証試験計画』の策定 

手数料の納付／「実証試験」の実施

「実証機関」の公募・選定／承認

「ロゴマーク」の

交付／使用

環境省・環境技術実証事業 
 

 
検討会

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

環境省・データベース運営機関

実証機関・技術実証委員会

実証機関・技術実証委員会／実証

運営機関

実証申請者／実証機関

実証機関・技術実証委員会／環境省

環境省／実証申請者

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

「実証対象技術」の公募・審査／承認 

『実証試験結果報告書』の作成／承認

手数料徴収体制（現状の有機性排水処理技術分野） 
 


